
主目的 7 31 4

副目的 ○

款 項 目 大 中

根拠法令・個別計画

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

市長のトップマネジメントを強化し、市政運営における主要課題の早期解決に向けた方向

性、方針について集中的な議論を行うことにより、戦略的な市政運営の推進を図る。

内容

（手段）

◆26年度実施内容

〇市政戦略本部

　中長期的な展望に立ち、市政運営における主要課題の早期解決に向けた方向性及び方

針について集中的な議論を行うため、市長を本部長、副市長を副本部長とする市政戦略本

部において集中的な議論を行った。

〇新たな自治体経営システムの構築

　より効率的・効果的な自治体経営を行うため、総合計画を起点として行政評価、予算編

成、人事評価などが連動した新たな自治体経営システムの構築に向け、施策評価を試行実

施するとともに、組織目標と個人業績目標の連動性を高める新たな人事評価制度を部長を

対象に試行実施した。

予算区分 2 1 2 5 1

総合計画

分野別計画

行政経営 行政運営 効果的・効率的な行政運営を推進します

実施計画対象

事業類型 実施計画事業 担当課 秘書政策課

事業期間 平成２３年度 ～ 平成３１年度以降 担当係 市政戦略係

事業番号 4

平成27年度 事務事業評価シート平成27年度 事務事業評価シート平成27年度 事務事業評価シート平成27年度 事務事業評価シート
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要要要要

事務事業名 市政戦略本部運営事業 担当部 市長公室

会計区分 一般会計

単位

千円

人

千円

人

千円

千円

％

千円

千円

千円その他財源 0 0 0 0

15,658

国・県支出金 0 0 0 0

対前年比 71.9 88.0 97.0

財

源

一般財源 25,484 18,329 16,135

費用合計 25,484 18,329 16,135 15,658

その他職員

従事者数 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費 0 0 0 0

1.40

人件費 7,101 7,101 7,627 7,364

直接経費 18,383 11,228 8,508 8,294

正職員

従事者数 1.35 1.35 1.45

受益者負担 無

ココココ

　　　　

　　　　

スススス

　　　　

　　　　

トトトト

Ｈ24決算額 Ｈ25決算額 Ｈ26決算額 Ｈ27予算額

費

用

（手段） 対象に試行実施した。

◆26年度直接経費の内訳

　市政戦略本部運営支援等委託料（8,489千円）

　消耗品費（19千円）

◆27年度直接経費の内訳

　市政戦略本部運営支援等委託料（8,000千円）

　市政戦略会議委員等謝礼他（294千円）

要要要要

千円その他財源 0 0 0 0



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

単位

目標

実績

目標

実績

戦略会議については、今後の開催時期等について検討する必要がある。

新たな自治体経営システムの構築については、試行結果に基づき改善しながら制度

化に向けた検討を進める必要がある。

-

- - -

平平平平

成成成成

２２２２

６６６６

年年年年

度度度度

のののの

実実実実

事業の

達成状況

戦略会議については、開催を見送った。

新たな自治体経営システムの構築については、施策評価を試行実施するとともに、新

たな人事評価制度を部長を対象に試行実施した。

事業実施におけ

る課題

-

- - -

戦略的な市政運営が行

われていると思う職員

の割合（H27より測定）

％

- - -

成果指標名 H24 H25 H26 H27

戦略的な市政運営が行

われていると思う市民

の割合（H27より測定）

％

- - -

3 2

13 7 0

業業業業

　　　　

　　　　

　　　　

　　　　

績績績績

活動指標名 H24 H25 H26 H27

市政戦略会議開催数 回

15 12

事業番号 4

平平平平

成成成成
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年年年年

度度度度

のののの

改改改改

善善善善

内内内内

容容容容

日々変化する時流の中で、戦略的な市政運営を推進していくためには、戦略本部や

戦略会議において、現状と課題の共有を踏まえた具体的な取組みに向けた議論を行

う必要があり、今後も継続した実施が必要である。

２８年度以降

の改善案

戦略会議については、一定の成果を得ることができた戦略会議は廃止し、他の課題

についての戦略会議を新たに設置するなど、戦略会議のあり方を再検討する必要が

ある。

自治体経営システムの構築については、引き続き、試行しながら構築に向けた検討を

進める必要がある。

二二二二

次次次次

評評評評

価価価価

方向性の判定 判　定　理　由

維　持 一次評価のとおり。

事業を縮小・

廃止したときの

影響

本事業は、市長のトップマネジメントを強化し、市政運営における主要課題の早期解

決に向けた集中的な議論を行うものであり、戦略的な市政運営を推進するために必

要である。そのため、事業を縮小・廃止した場合は、その機能低下を招くことになる。

２７年度における

事業の改善・見

直し内容（新規追

加事項、廃止・削

減事項等）

戦略会議については、新たに「（仮称）中心市街地グランドデザイン戦略会議」を設置

し、各委員の現状と課題の共有をしながら具体的な取組みの推進に向けた議論を行

う。

新たな自治体経営システムの構築については、昨年度に引き続き施策評価を試行実

施するとともに、新たな人事評価制度を課長以上を対象に試行実施する。
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方方方方

向向向向

性性性性

方向性の判定 維　持

事業のボリュームを現状規模で維持すべきもの

（対象や手段を見直す場合も含む）

判定理由

事事事事

業業業業

のののの
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評評評評
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実実実実

施施施施

結結結結

果果果果


